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【目的】 

 日本人女性の慢性的な貧血の有病率の高さが報告されている。貧血の主な対策として適量の鉄

を摂取する必要があるが、鉄摂取状況に関連する要因を検討した研究は少ない。本研究では、日

本の妊娠可能年齢にあたる女性の鉄摂取と社会的要因の関係を検討することを目的とした。 

 

【方法】 

 平成22年国民健康・栄養調査と並行して実施された、前向きコホート研究（NIPPON DATA2010）

のベースライン調査の参加者のうち、妊娠可能年齢（20-49歳）にあたる女性、かつ鉄摂取量が過

剰（40mg/日以上）か欠損値の者を除いた 486人を本分析の対象とした。多変量ロジスティック回

帰モデルの目的変数である鉄摂取は、日本の食事摂取基準（2015年版）の推定平均必要量を参考

に 9mg/日未満を鉄不足とした。なお、補助食品由来の鉄摂取、及び強化鉄摂取も鉄摂取量に加算

して、1日の鉄摂取量（mg/日）を算出した。説明変数である社会的要因は、教育歴（高校卒業を

基準に、短大卒業かそれ以上）、婚姻状況（独身を基準に、既婚（離婚・死別を含む）、世帯収入

（世帯年収 600 万円以上を基準に、600 万円未満、不明及び無回答）、職業（専業主婦を基準に、

有職、その他）、居住地域（中央地域（東海・近畿）を基準に、北東地域（北海道・東北・関東・

北陸）、南西地域（中国・四国・九州））、体格（BMIで判定し、標準を基準に、痩せ、過体重）と

し、交絡すると考えられる年齢、世帯員数、総エネルギー量および食品群摂取量（豆類・野菜類）

を調整して分析を行った。 
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【結果】 

 対象者のうち、1 日の鉄の推定平均必要量を満たす者の割合（補助食・強化食摂取量を含む）

は、21.0% （102人）であった。多変量解析の結果、低世帯収入は高世帯収入に比べて鉄不足が統

計的に有意に多かった（調整オッズ比（OR）2.28, 95%信頼区間（95%CI）1.28-4.05）。さらに居住

地域が南西地域は中央地域に比べて鉄不足が統計的に有意に少なく（OR 0.47, 95％CI 0.23-0.95）、

痩せは標準に比べて鉄不足が統計的に有意に少なかった（OR 0.48, 95%CI 0.24-0.99）。 

 

【考察】 

1 日の鉄の推定平均必要量を満たす者は、約５人に一人と非常に少なく、鉄分を多く含む食品の

摂取量が少ないことが示唆された。各社会的要因と鉄摂取の関連を検討したところ、経済状況、

居住地域、体格で関連がみられた。経済状況に関しては、低世帯収入で鉄不足が多かったことか

ら、所得に配慮した食事指導の必要性が考えられる。居住地域に関しては、南西地域が中央地域

に比べて鉄不足が少なかったことから、南西地域特有の食生活から日常的に鉄を多く摂取できる

可能性が考えられる。体格に関しては、痩せは標準に比べて鉄不足が少なかったことから、体格

を考慮した栄養バランスの良い食生活が推奨される。 

 

【結論】 

 日本の妊娠可能年齢にあたる女性において、鉄摂取と社会的要因との関連が示唆された。 
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